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(57)【要約】
【課題】突入電流が発生する場合にも対応可能な電流制
限装置を提供する。
【解決手段】回路の電流値を制限して過電流を防止する
電流制限装置に関する。回路の電流を一定の電流値以下
に制限する電流制限手段と、回路を開閉するスイッチと
を備え、電流制限手段は、一定電流値以上の電流が流れ
てから所定時間経過後に動作を開始する構成とした。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
回路の電流値を制限して過電流を防止する電流制限装置において、
　回路の電流を一定の電流値以下に制限する電流制限手段と、
　前記回路を開閉するスイッチと、
を備え、
　前記電流制限手段は、一定電流値以上の電流が流れてから所定時間経過後に動作を開始
することを特徴とする電流制限装置。
【請求項２】
前記電流制限手段は、定電流回路であることを特徴とする請求項１に記載の電流制限装置
。
【請求項３】
回路の電流値を制限して過電流を防止する電流制限装置において、
　回路の電流を一定の電流値以下に制限する電流制限手段と、
　前記回路を開閉するスイッチと、
　前記スイッチが閉じられてからの過渡期間に複数回にわたり取得された電流値に基づい
て前記電流制限手段による電流制限の可否を決定する制御手段と、
を備えることを特徴とする電流制限装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、回路の電流値を制限して過電流を防止する電流制限装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　プロセス制御関連装置に使用する電流制限装置として、一定電流値以上の電流を制限す
ることで過電流を防止する装置が知られている。電流制限装置には、回路をオン、オフす
る半導体スイッチが内蔵されており、必要に応じて半導体スイッチをオフすることにより
、外部負荷や接続回路あるいは半導体スイッチを保護している。
【特許文献１】特開２００６－２１１７３７号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　しかし、上記電流制限装置では、過電流を検出すると瞬時に半導体スイッチをオフして
出力を遮断する動作を採用しており、外部負荷として接続される機器の動作開始時に突入
電流があると、過電流として検出され回路が遮断されてしまう。したがって、突入電流が
発生するようなランプや容量性負荷などを接続することができない。
【０００４】
　本発明の目的は、突入電流が発生する場合にも対応可能な電流制限装置を提供すること
にある。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明の電流制限装置は、回路の電流値を制限して過電流を防止する電流制限装置にお
いて、回路の電流を一定の電流値以下に制限する電流制限手段と、前記回路を開閉するス
イッチと、を備え、前記電流制限手段は、一定電流値以上の電流が流れてから所定時間経
過後に動作を開始することを特徴とする。
　この電流制限装置によれば、電流制限手段は一定電流値以上の電流が流れてから所定時
間経過後に動作を開始するため、スイッチを閉じた直後の突入電流を許容できる。
【０００６】
　前記電流制限手段は、定電流回路であってもよい。
【０００７】
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　本発明の電流制限装置は、回路の電流値を制限して過電流を防止する電流制限装置にお
いて、回路の電流を一定の電流値以下に制限する電流制限手段と、前記回路を開閉するス
イッチと、前記スイッチが閉じられてからの過渡期間に複数回にわたり取得された電流値
に基づいて前記電流制限手段による電流制限の可否を決定する制御手段と、を備えること
を特徴とする。
　この電流制限装置によれば、スイッチが閉じられてからの過渡期間に複数回にわたり取
得された電流値に基づいて電流制限の可否を決定するので、上記過渡期間における突入電
流を許容することができる。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明の電流制限装置によれば、電流制限手段は一定電流値以上の電流が流れてから所
定時間経過後に動作を開始するため、スイッチを閉じた直後の突入電流を許容できる。
【０００９】
　本発明の電流制限装置によれば、スイッチが閉じられてからの過渡期間に複数回にわた
り取得された電流値に基づいて電流制限の可否を決定するので、上記過渡期間における突
入電流を許容することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１０】
　以下、図１～図４を参照して、本発明による電流制限装置の一実施形態について説明す
る。
【００１１】
　図１（ａ）は、本実施形態の電流制限装置の構成を示すブロック図である。
【００１２】
　図１（ａ）に示すように、本実施形態の電流制限装置３は、電源１と外部負荷２の間の
電流経路に設けられるＰ－ＭＯＳＦＥＴによるスイッチ３１と、上記電流経路に挿入され
る電流検出用の抵抗３２と、電流制限装置３の動作を制御する制御部３３と、制御部３３
の指令に応じてＰ－ＭＯＳＦＥＴによるスイッチ３４を介してスイッチ３１をオン、オフ
させるスイッチ制御回路３５と、抵抗３２に発生する電圧に基づいて電流を監視する電流
監視回路３６と、を備える。なお、電流制限装置の極性を反転させ、Ｎ－ＭＯＳＦＥＴを
使用した回路とすることもできる。
【００１３】
　また、図１（ａ）に示すように、電流制限装置３には、基準電圧源４１およびオペアン
プ４２からなる電流制限手段としての定電流回路が設けられる。オペアンプ４２は、抵抗
３２に発生する電圧が基準電圧源４１の基準電圧に等しくなるようにスイッチ３１のゲー
トにフィードバックをかけることで、定電流特性を得ている。
【００１４】
　図２は、電流制限装置３の動作モードを示す図であり、図２（ａ）は外部負荷２を動作
させる通常モードを、図２（ｂ）は外部負荷２を動作させないときのオンパルス診断モー
ドを、それぞれ示している。
【００１５】
　図２（ａ）は、通常モードにおける電源の立ち上がり時を示しており、非動作状態にあ
った外部負荷２の動作を開始させる場合に相当する。
【００１６】
　図３は、電流制限が働く閾値を示す図である。
【００１７】
電流監視回路３６は、抵抗３２に流れる電流を監視しており、定電流回路は、抵抗３２に
一定電流値（閾値Ｂ）以上の電流が流れてから所定時間（ｔ０）経過後に定電流動作を開
始し、電流が閾値Ｂで制限される。経過時間ｔ０は、オペアンプ４２の位相補償回路の定
数や、反転入力端子への遅延回路の追加により調整できる。図１（ｂ）は遅延回路の例を
示しており、この例では、抵抗およびコンデンサからなる遅延回路４３を追加している。
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【００１８】
　制御部３３は、抵抗３２に一定電流値（閾値Ｃ）以上の電流が流れてから所定時間（ｔ
１）継続して電流が閾値Ｃ１を越えている場合に過電流と判断し、スイッチ制御回路３５
によりスイッチ３４をオンし、スイッチ３１をオフして回路を遮断する。
【００１９】
　一方、図２（ｂ）に示すオンパルス診断モードでは、動作していない外部負荷２に短時
間のオンパルスを与えることで、外部負荷２を動作させない範囲での導通状態を診断して
いる。これにより、待機中の外部負荷２および回路について診断を行うことができる。
【００２０】
　制御部３３は、閾値Ｃ２を超えると過電流と判定してもよい。このように、動作モード
に応じて、過電流の検出値を閾値Ｃ１および閾値Ｃ２の間で区別してもよい。
【００２１】
　本実施形態の電流検出装置３において、通常モード時に過電流が検出された場合に、出
力を一度オフして外部負荷２の動作を停止させ、オンパルス診断モードに移行することで
、復帰可能か否かの診断を行うことができる。なお、電流制限装置３では、外部負荷２の
動作時にもオフパルス診断を実行可能だが、その説明は省略する。
【００２２】
　外部負荷２の側で短絡が発生するなど過電流となる事象が発生した場合、以下に示すよ
うな動作となる。
（１）抵抗３２にスイッチ３１をカットオフさせるレベルの電圧が発生する電流が流れる
と、その値で電流が制限される（閾値Ａ）。
（２）上記の定電流回路が機能すると電流を一定値に制限する（閾値Ｂ）。
（３）電流監視回路３６により過電流が検出されると、制御部３３はスイッチ制御回路３
５を介してスイッチ３１をオフし、電流を遮断する（閾値Ｃ１または閾値Ｃ２）。
【００２３】
　図３の太線に示すように、以上の３段階での電流制限により、スイッチ３１の素子限界
曲線を超える電流を流さないように電流制限領域を設定することができる。なお、図３で
は、過電流検出の検出値が閾値Ｃ１の場合の電流制限領域を示している。
【００２４】
　上記のように、本実施形態の電流制限装置３では、定電流回路が機能するまでの間、閾
値Ｂでの電流制限を行わない。このため、図３に示すように、突入電流のピークを抑制す
ることなく突入電流が許容され、早期に電流値が定常状態に移行し電流値が迅速に正常値
に向かって収束する。これにより、外部負荷２を速やかに動作状態に移行させることがで
きる。また、これまで扱えなかった突入電流を許容することで、従来接続できなかったラ
ンプや容量性負荷なども接続可能となる。また、電流値が早期に正常範囲に収束するため
、過電流の誤検出を防ぎつつ、短時間での診断を実行できる。
【００２５】
　従来、オンパルス診断では、１つのパルスについて特定の１回のタイミングでの電流値
を取得し、その電流値に基づいて過電流を検出している。これに対し、オンパルス診断に
おける１回のパルス中で複数回、電流値を獲得し、電流波形を認識するようにしてもよい
。
【００２６】
　図４（ａ）は、種々の電流波形について電流値を高速サンプリングする例を示している
。この例では、電流制限手段および制御手段としての制御部３３は、スイッチ３１がオン
した直後の過渡期間内（１パルスの期間内）に電流監視回路３６を介して電流値を複数回
にわたり取得する。また、制御部３３は、取得した電流値に基づいて、突入電流を識別す
る。そして、突入電流と認識した場合には、過電流の異常と判定しない。
【００２７】
　このように、高速サンプリングの結果を制御部３３において処理することにより電流波
形が認識できるため、過電流と突入電流とを区別することが可能となる。図４（ａ）の例
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では、突入許容領域を設けることで、過電流検出の閾値を下げることなく、突入電流を正
常と認識することが可能となる。
【００２８】
　図４（ｂ）は、パルスの立ち下がり直前に１回だけ電流値を検出する従来の診断結果と
、図４（ａ）の高速サンプリングの診断結果を比較した例を示している。この例では、従
来の診断において突入電流を正常と判定する条件では、図４（ａ）に示す過電流Ｐを検出
できないのに対し、高速サンプリングによれば、突入電流と過電流Ｐとを的確に区別でき
ることを示している。
【００２９】
　以上説明したように、本発明の電流制限装置によれば、電流制限手段はスイッチが閉じ
られてから所定時間経過後に動作を開始するため、スイッチを閉じた直後の突入電流を許
容できる。また、本発明の電流制限装置によれば、スイッチが閉じられてからの過渡期間
に複数回にわたり取得された電流値に基づいて電流制限の可否を決定するので、上記過渡
期間における突入電流を許容することができる。
【００３０】
　本発明の適用範囲は上記実施形態に限定されることはない。本発明は、回路の電流値を
制限して過電流を防止する電流制限装置に対し、広く適用することができる。
【図面の簡単な説明】
【００３１】
【図１】一実施形態の電流制限装置の構成を示す図であり、（ａ）は、一実施形態の電流
制限装置の構成を示すブロック図、（ｂ）は、図１（ｂ）は遅延回路の例を示す図。
【図２】電流制限装置の動作モードを示す図であり、（ａ）は外部負荷を動作させる通常
モードを、（ｂ）は外部負荷を動作させないときのオンパルス診断モードを、それぞれ示
す図。
【図３】電流制限が働く閾値を示す図。
【図４】電流値を高速サンプリングする例を示す図であり、（ａ）は、種々の電流波形に
ついて電流値を高速サンプリングする例を示す図、（ｂ）は、パルスの立ち下がり直前に
１回だけ電流値を検出する従来の診断結果と、高速サンプリングの診断結果を比較した例
を示す図。
【符号の説明】
【００３２】
　３　　　電流制限装置
　３１　　スイッチ
　４２　　オペアンプ（電流制限手段、定電流回路）
　４１　　基準電圧源（電流制限手段、定電流回路）
　３３　　制御部（電流制限手段、制御手段）
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